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TCFDシナリオ分析における物理的リスクについて
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TCFD : Task Force on Climate-related Financial Disclosures

 2015年に金融安定理事会(FSB)の下に、投資家等が気候関連リスク・機会を適切に評価でき
るよう、企業に対して気候関連財務情報の開示を促すことを目的として設置されたタスクフォース。

 2017年に企業の気候関連財務情報開示のあり方について報告書を公表。同提言に沿った情報
開示が国内外で進む。

出所 金融庁金融安定理事会による「気候関連財務情報開示タスクフォースによる最終報告書」に関する説明
会資料「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）による報告書について」９ページ等より、環
境省作成

気候関連リスク 気候関連機会

財務上の影響の把握

経営戦略
リスク管理への反映

財務報告書等での開示

TCFDは、全ての企業に対し、①2℃目標等の気候シナリオを用いて、②自社
の気候関連リスク・機会を評価し、③経営戦略・リスク管理へ反映、④その
財務上の影響を把握・開示することを求めている

【TCFD提言（最終報告書）】
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TCFDにおけるシナリオ分析の位置付け

 TCFD提言では、組織運営の中核的要素である４テーマに関して開示を推奨。
 「戦略」の中で、気候変動に関するシナリオ分析の実施・開示を推奨。

要求項目 ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標

項目の詳細

気候関連のリスク及び機会に係
る組織のガバナンスを開示する

気候関連のリスク及び機会が組
織のビジネス・戦略・財務計画へ
の実際の及び潜在的な影響を、
重要な場合は開示する

気候関連のリスクについて組織が
どのように選別・管理・評価して
いるかについて開示する

気候関連のリスク及び機会を評
価・管理する際に使用する指標
と目標を、重要な場合は開示す
る

推奨される
開示内容

a)気候関連のリスク及び機会に
ついての取締役会による監視体
制の説明をする

a)組織が選別した、短期・中期・
長期の気候変動のリスク及び機
会を説明する

a)組織が気候関連のリスクを選
別・評価するプロセスを説明する

a)組織が、自らの戦略とリスク管
理プロセスに即し、気候関連のリ
スク及び機会を評価する際に用
いる指標を開示する

b)気候関連のリスク及び機会を
評価・管理する上での経営者の
役割を説明する

b)気候関連のリスク及び機会が
組織のビジネス・戦略・財務計画
に及ぼす影響を説明する

b)組織が気候関連のリスクを管
理するプロセスを説明する

b)Scope1,Scope2及び該当す
るScope3のGHGについて開示
する

c)2℃以下シナリオを含む様々な
気候関連シナリオに基づく検討を
踏まえ、組織の戦略のレジリエン
スについて説明する

c)組織が気候関連リスクを識
別・評価・管理するプロセスが組
織の総合的リスク管理においてど
のように統合されるかについて説
明する

c)組織が気候関連リスク及び機
会を管理するために用いる目標、
及び目標に対する実績について
説明する

TCFDが提言する気候変動に関する具体的なシナリオ分析を用いた情報開示を推奨
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シナリオ分析の意義①
 シナリオ分析とは、長期的で不確実性の高い課題に対して複数のシナリオを適用し分析することで、
将来の曖昧さ・不確実性を排除した戦略立案メソッド。

 気候関連リスクと機会に関するシナリオ分析の実施により、将来の不確実性に対応した戦略立案
と内外対話が可能。

「実現重視の直線的取り組み」
「多様な選択肢による複線シナリオ」

（＝シナリオ分析）

相応の蓋然性をもって予見可能な未来の場合・・・ 不確実であり、それゆえ可能性もある未来の場合・・・

• 将来の変化に経営戦略が即応できない
• 将来の見立てについての水掛け論が続く
• 事業のレジリエンスを疑われる

• 将来の変化に柔軟に対応する経営が可能
• 将来について、主観を排除した議論ができる
• 事業のレジリエンスを主張できる

ターゲット

ビジョン

中期経営計画（３～５年） 随時
臨機応変な軌道修正
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シナリオ分析の意義②

 気温が2℃/4℃など上昇した世界を想定（2℃/4℃などのシナリオを設定）することで、不確実だ
が将来起こり得る気候関連リスク・機会とその自社への影響を評価するプロセス。

成り行き
（4℃）

気候変動の影響を
受けたビジネス

• 熱波・豪雨

• CO2濃度3～4倍
• 0.5～1mの海面上昇

• 海水の酸性化

積極的移行
（1.5～2℃）

政策変更の影響を
受けたビジネス

• CO2濃度低下

• 気候変動抑制

• ネガティブエミッション

• ティッピングポイントと
不可逆的変化の回避

企業に求められる
将来への対応

サステナブルな
事業モデル

レジリエントな
事業モデル

災害に強いSCM構築, 
洪水に強い自動車開発・・・

再エネ導入, 
CO2を吸収する製品・・・

社会の将来シナリオに応じて、
企業への影響と、取るべき対策が変わる

環境省「TCFDに沿った気候リスク・機会のシナリオ分析に関する合同説明会」（2021年７月21日）資料より
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TCFD提言が求める内容
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TCFD提言における気候関連の「リスク」

 気候関連のリスクは、①低炭素経済への移行に関連した「移行リスク」と、②気候変動の物理的
影響に関連した「物理的リスク」、の２つに大別される。

種類 定義 主な側面 ・切 り口の例

出所：気候関連財務情報開示タスクフォース「気候関連財務情報開示タスクフォースによる提言」を基に環境省作成

種類

低炭素経済への
移行に関連した
リスク

気候変動の物
理的影響に関
連したリスク

移行
リスク

物理的
リスク

GHG排出に関する規制の強化、情
報開示義務の拡大
既存製品の低炭素技術への入れ替
え、新規技術への投資失敗
消費者行動の変化、市場シグナルの
不透明化、原材料コストの上昇
消費者選好の変化、業種への非難、
ステークホルダーからの懸念の増加
サイクロン・洪水のような異常気象の
深刻化・増加
降雨や気象パターンの変化、平均気
温の上昇、海面上昇

政策・法
規制リスク

技術リスク

市場リスク

評判リスク

急性
リスク
慢性
リスク
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物理的リスクの過大と実践ガイドでの対応

 シナリオ分析のゴールである”気候変動課題の対応”と”企業価値の向上”の同時実現へ
 シナリオ分析の実施のみならず、成果の開示と、経営層との対話という「サイクル」を継続的に実施する

ことが重要
 「サイクル」を繰り返し、経営戦略に織り込み、機会を獲得する具体的なアクションへ

“実践ポイント”と“セクター別実践事例”により、シナリオ分析の課題に応える

シナリオ分析の実践で企業が困る点は大きく5点
① シナリオ分析は大まかに理解したものの、具体的な自社での実施プロセスがわからない
② 企業や商材ごとに、シナリオ分析実施可能なプロセスや巻き込む部署等が異なり、シナリオ分析の実

施のレベル感は画一的に決められない
③ シナリオ分析実施意義と結果を、社内の経営陣に理解してもらうには、労力が必要である
④ シナリオ分析に活用可能な外部データが不足している
⑤ シナリオ分析を高度化する方向性がわからない

本実践ガイドで解決
①②：本実践ガイドの「実践のポイント」「セクター別 実践事例」の内容を理解する
③：本実践ガイドの「TCFD提言の意義・シナリオ分析の位置づけ」から、経営層にTCFDおよびシナリオ
分析の意義を理解してもらう

③：その上で、わかる範囲でのパラメータからシナリオ分析を実施。経営陣とその結果をもって対話をスタート
する

④：本実践ガイドの「Appendix」から、活用可能な外部データ、パラメータを参照する
⑤：本実践ガイドの「実践のポイント」にて、高度化の方向性（例：2年目以降）も理解・実践

事例で
紹介

データを
提供
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環境省におけるTCFDシナリオ分析支援事業
• 環境省は、投資家と企業のコミュニケーション促進の観点から企業のニーズの高い、「TCFD提言に沿ったシ
ナリオ分析実施支援事業」を実施。

• 気候関連リスク・機会をおり込んだ経営戦略の策定に向けて、TCFDに沿ったシナリオ分析を実施。
• シナリオ分析の実践事例や、分析に必要なデータは、実践ガイド「TCFDを活用した経営戦略立案のスス
メ ver3.0」で横展開。

②18社の異なるシナリオ分析事例を掲載
(2019年度・ 2020年度)

①シナリオ分析の実践のポイントを整理

※2018年度の支援企業6社の事例は、「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ ver2.0」参照

https://www.env.go.jp/policy/tcfd.html
※「TCFD 経営戦略立案のススメ」で検索

支援事例を実践ガイドver3.0で紹介

2018年支援（6社）

伊藤忠商事
商船三井
住友林業

東急不動産ホールディングス
日本航空

三菱自動車工業

2019年上期支援（6社）

鹿島建設
カルビー

日本政策投資銀行
富士フイルムホールディングス

古河電気工業
明治ホールディングス

2019年下期支援（6社）

カゴメ
京セラ

セブン＆アイ・ホールディングス
千代田化工建設

ライオン
LIXILグループ

2020年支援（6社）

アスクル
オリックス・アセットマネジメント

九州旅客鉄道
信越化学工業
三井金属鉱業
安川電機

2021年支援中（7社）

SCSK
グンゼ

西日本鉄道
日本製紙グループ
富士石油
マルハニチロ

UACJ

https://www.env.go.jp/policy/tcfd.html
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シナリオ分析の手順

TCFD提言ではシナリオ分析の手順として6ステップを提示
ガイドでは、STEP2からSTEP6を主に解説
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TCFDにおける物理的リスクの課題と実践ガイドでの対応

出所：実践ガイド「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ ver3.0」

 “実践ポイント”と“セクター別実践事例”により、シナリオ分析の課題に答えるガイドを構築
 その中で、物理的リスクについても取り上げており、セクター別実践事例では物理的リスクも含めている
 加えて「Appendix」には、物理的リスクのパラメータや、活用可能なツールを紹介している。

TCFDシナリオ分析の進め方が物理的リスクを含
め、わからない

実践ポイントと、セクター別実践事例を具体的に
示す

シナリオ分析に物理的リスクを含め、活用可能な
外部データが不足している

物理的リスクのパラメータや、活用可能なツール
を紹介

項目 パラメータ 出所 （参考）対象支援企業

物
理
的
リ
ス
ク

異常気象の激甚化（台風、
豪雨、土砂、高潮等）

都市部における洪水被害額 • WRI “The Aqueduct Global Flood Analyzer”
鹿島建設、アスクル、
オリックス・マネジメント、
九州旅客鉄道、三井金属鉱業

流量 • 国交省「気候変動を踏まえた治水計画の在り方 提言」 LIXIL

洪水発生頻度 • 国交省「気候変動を踏まえた治水計画の在り方 提言」

京セラ、ライオン、LIXIL、
アスクル、
オリックス・アセットマネジメント、
九州旅客鉄道、三井金属鉱業

台風・サイクロンの発生
• 環境省・気象庁他 「気候変動の観測・予測及び影響評価統合

レポート2018 ～日本の気候変動とその影響～」
オリックス・アセットマネジメント、
三井金属鉱業

平均海面水位上昇幅

• IPCC “Mitigation Pathways Compatible with 1.5°C in the 
Context of Sustainable Development” （三井）

• 環境省・気象庁「IPCC 第5次評価報告書の概要-第1作業部会
自然科学的根拠-」2014年（p.41）（オリックス）

オリックス・アセットマネジメント、
三井金属鉱業

拠点別水リスク（洪水、渇水） • WRI “The Aqueduct Global Flood analyzer” 信越化学工業、安川電機

土砂災害発生確率 • A-PLAT 気候変動適応情報プラットフォーム 九州旅客鉄道

干ばつ 水ストレス • WRI “The Aqueduct” カゴメ、古河電気工業、ライオン

海洋環境の変化 魚介類全般の漁獲量の変化
• “Shrinking of fishes exacerbates impacts of global ocean 

changes on marine ecosystems “(2012) 
カルビー、古河電気工業

AQUEDUCT Water Risk Atlas (WRI)

項目 （2030-2040年）

• 水ストレス
• 季節変動
• 水供給
• 水需要

発行機関

時間軸

World Resource Institution

現在 / 2030~2040

シナリオ
Pessimistic / Business as usual / 

Optimistic

AQUEDUCT Water Risk Atlas

取得可能パラメータ一覧

項目 （現在）

物理的リスク（定量）

• 水ストレス
• 水涸れ
• 経年変動
• 季節変動
• 地下水面の低下
• 河川洪水リスク ／沿岸洪水リスク
• 渇水リスク

物理的リスク（定性）
• 未処理廃水
• 沿岸における富栄養化可能性

規制・評判リスク
• 非改善飲料水／非飲料水
• 非改善衛生／不衛生
• Peak RepRisk Country ESG Risk Index

出所：AQUEDUCT Water Risk Atlas https://www.wri.org/applications/aqueduct/water-risk-
atlas/#/?advanced=false&basemap=hydro&indicator=w_awr_def_tot_cat&lat=30&lng=-
80&mapMode=view&month=1&opacity=0.5&ponderation=DEF&predefined=false&projection=absolute&scenario=optimistic&scope=baseline&timeScale=annual
&year=baseline&zoom=3 (2021年2月時点）

WRI AQUEDUCT Water Risk Atlas
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実践ガイド「セクター別実践事例」での物理的リスク分析の例

シナリオ分析 セクター 別実践事例 ー物理的リスク部分ー
（TCFDを活用した経営戦略立案のススメより抜粋）

オリックス・アセットマネジメント株式会社
カゴメ株式会社

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス
ライオン株式会社
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【対象とする事業】

OJRポートフォリオの全111物件の保有・運用面を対象として分析
2

OJRのポートフォリオ

オフィス
56.5%

商業施設
15.3%

住宅
11.0%

物流施設
4.9%

ホテル等
12.3%

営業収益合計
245.0億円

（2020年8月期）

OJRのバリューチェーンと重要パラメータ

資金調達 物件取得 保有・運用 物件売却

資金調達

・異常気象の激甚化
・平均気温の上昇
・GHG排出規制への対応
・炭素税・炭素価格への対応
・テナント・利用者のニーズ、行動変化
・海面の上昇
・再エネ・省エネ技術の普及
・エネルギーミックスの変化
・エネルギー需要の推移

・投資家、レンダー等の
評価、志向変化

・GHG排出規制への対応
・炭素税・炭素価格への
対応
・テナント・利用者の
ニーズ、行動変化

今回はここを
主に検討

・GHG排出規制への対応
・炭素税・炭素価格への
対応
・テナント・利用者の
ニーズ、行動変化

取得価格合計
6,797億円
111物件

（2020年10月時点）

3-26
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【リスク重要度評価：リスクと機会】

不動産（REIT）業界における、バリューチェーン上のリスク・機会
2

事業インパクトの考察 評価
・温暖化対策税等の引き上げにより資材等の調達コストや燃料費・電力料金が上昇
・新規開発がコスト増となる場合、既存案件の相対的価値向上
・CO2排出係数の高い電力の料金上昇、低い電力は導入インセンティブに
・GHG排出規制強化、キャップ＆トレード制度の拡大等による運営コスト増
・建物のエネルギー効率規制強化、保有物件の省エネ基準達成や報告強化による運営コスト増

顧客の行動変化
（顧客・テナント） ・環境性能の高い建物への顧客ニーズのシフト 大

・投資家からの企業評価が変化、ESG投資家層の拡大を通じて資金調達基盤の強化
・グリーンボンドやローン等による調達先の拡大

その他 エネルギーミックスの変化、エネルギー需要の推移、再エネ・省エネ技術の普及、雇用競争の変化 中～小
・保有物件の冷房負荷上昇による運転コスト上昇や快適性確保の対策要
・従業員・作業員等の業務効率低下、出勤制限、夏場の工事困難
・保有物件の浸水・停電被害が発生、復旧費や事前の対策費の増加
・営業可能日や利用制限の発生
・洪水/高潮リスクの高い地域の物件の資産価値の減少
・災害対応の強化による競争優位性の確保、賃料収入や利用客増加
・損害保険料の増加

その他 降水・気象パターン変化、海面上昇 中～小

大

移
行
リ
ス
ク

物
理
リ
ス
ク

分類

炭素税・炭素価格

GHG排出規制

投資家、レンダー等の変化
（評価・志向）

平均気温の上昇
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				No		開始		分		項目		担当		備考

				1		14:00		3		開催趣旨説明・本日の予定等 ホンジツ ヨテイ トウ		三岡

				2		14:03		12		TCFD・支援事業の概要		トーマツ様 サマ

				3		14:15		30		TCFDシナリオ分析報告 ブンセキ ホウコク

								5		①    リスク評価、重要リスク設定		髙木		対象事業・ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝとリスク

								5		②    シナリオの定義		荒川		社会像とシナリオ定義

								5		③    事業インパクト分析		俣野		PLへのリスク影響の考え方 カンガ カタ

								5		④    事業インパクト算定方法		鈴木		リスク事項の算定方法

								5		⑤    想定対応策		生居		影響認識・他対応策、今後の課題 エイキョウ ニンシキ コンゴ カダイ

								5		⑥    開示にむけて		金澤		他社状況と当社開示予定

				4		14:45		25		 QA・意見交換		三岡

				5		15:10		10		今後のすすめかたなど		三岡		来期にむけて

				6		15:20		10		講評				トーマツより

														田中役員、山名役員、社長
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				項目 コウモク		4℃シナリオ		２℃シナリオ

				炭素税 タンソ ゼイ		導入されず、排出権等の取引は活性化しない ドウニュウ ハイシュツ ケン トウ トリヒキ カッセイカ		炭素価格が高騰することが想定 タンソ カカク コウトウ ソウテイ

				建築物のエネルギー原単位 ケンチクブツ ゲンタンイ		積極的な投資は行われず、エネルギー原単位の改善は一定に留まる セッキョクテキ トウシ オコナ ゲンタンイ カイゼン イッテイ トド		グローバルで大幅に改善、日本でも建築物のエネルギー消費量は最大３割減 オオハバ カイゼン ニホン ケンチクブツ ショウヒリョウ サイダイ ワリ ゲン

				東京都のゼロエミ目標 トウキョウト モクヒョウ		2030年にCO2総量３５％削減 ネン ソウリョウ サクゲン		2030年にCO2総量３５％削減に加え、
同様の制度が全国的に拡大 クワ ドウヨウ セイド ゼンコクテキ カクダイ

				系統電力の排出係数 ケイトウ デンリョク ハイシュツ ケイスウ		改善は限定的 カイゼン ゲンテイテキ		施策の推進等で排出係数が大幅に改善 シサク スイシン トウ ハイシュツ ケイスウ オオハバ カイゼン

				ZEB/ZEHの導入義務化 ドウニュウ ギムカ		規制強化が進まず、普及は限定的、諸コストは高止まりする キセイ キョウカ スス フキュウ ゲンテイテキ ショ タカド		ZEB/ZEHの普及により関連市場が活性化。導入により競争力の強化につながる フキュウ カンレン シジョウ カッセイカ ドウニュウ キョウソウ リョク キョウカ

				国内電力小売価格 コクナイ デンリョク コウリ カカク		値下がり ネサ		値上がり　 ネア

				空調コスト クウチョウ		特に増加増加 トク ゾウカ ゾウカ		増加 ゾウカ

				環境性能による賃料増減 カンキョウ セイノウ チンリョウ ゾウゲン		賃料が高くなることが想定されるが、シナリオにより差が出る可能性。 チンリョウ タカ ソウテイ サ デ カノウセイ

				洪水被害額 コウズイ ヒガイ ガク		都市部の洪水被害額は倍以上に増加 トシブ コウズイ ヒガイ ガク バイイジョウ ゾウカ

				降雨量・流量、洪水発生頻度 コウウ リョウ リュウリョウ コウズイ ハッセイ ヒンド		国内降雨量・流量、洪水発生頻度は両シナリオで増加 リョウ ゾウカ

				台風発生 タイフウ ハッセイ		（不確実性が高く、明確な数値は不明） フカクジツセイ タカ メイカク スウチ フメイ

				世界の平均海面水位上昇幅 セカイ ヘイキン カイメン スイイ ジョウショウ ハバ		2050年に大幅な海面上昇とは想定されず、両シナリオで大差はないが、
大型台風やゲリラ豪雨との相乗効果で高潮による洪水被害が懸念 ネン オオハバ カイメン ジョウショウ ソウテイ リョウ タイサ オオガタ タイフウ ゴウウ ソウジョウ コウカ タカシオ コウズイ ヒガイ ケネン
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				亀本社長 カメモト シャチョウ		〇		髙木 タカギ				鈴木部長 スズキ ブチョウ				野中リーダー ノナカ

				田中役員 タナカ ヤクイン		△		荒川 アラカワ		〇		矢野部長 ヤノ ブチョウ				村松リーダー ムラマツ
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																継続対応事項 ケイゾク タイオウ ジコウ		対応案・詳細説明 タイオウ アン ショウサイ セツメイ		時期 ジキ		想定担当 ソウテイ タントウ

																■シナリオ分析 ブンセキ

																１：リスク評価、シナリオの定期的な見なおし		定期的見直要（リスク評価の年次見なおしとあわせて実施） テイキテキ ミナオ ヨウ ヒョウカ ネンジ ミ ジッシ		毎年確認 マイトシ カクニン		RC部 ブ

						部門 ブモン		主要事項 シュヨウ ジコウ								・外部データ（新知見）や環境変化（政策急速進行等）の反映 ガイブ アタラ チケン カンキョウ ヘンカ セイサク キュウソク シンコウ トウ ハンエイ

						投資運用部 トウシ ウンヨウ ブ		環境変化に則した投資目安策定、コストの賃料転嫁策 カンキョウ ヘンカ ソク トウシ メヤス サクテイ チンリョウ テンカ サク								２：インパクトの算定・精緻化見直し サンテイ セイチカ ミナオ		今回は限定的に分析、継続対応要（WGを継続） コンカイ ゲンテイテキ ブンセキ ケイゾク タイオウ ヨウ ケイゾク		2-3年中 ネン チュウ		WG

						業務推進部 ギョウム スイシンブ		データトラック整備、改修・改良工事の進化 セイビ カイシュウ カイリョウ コウジ シンカ								・分析範囲拡大（物件売買、資金調達、テナント部分の取扱など） ブンセキ ハンイ カクダイ ブッケン バイバイ シキン チョウタツ ブブン トリアツカ		　⇒今後2-3年程度の期間で、スケジュール化して対応 コンゴ ネン テイド キカン カ タイオウ

						財務IR部 ザイム ブ		期待利回りの低下、調達コスト低減、IR対応 キタイ リマワ テイカ チョウタツ テイゲン タイオウ								３：（1,２を踏まえて）活動目標の設定、経営目標との統合 フ カツドウ モクヒョウ セッテイ ケイエイ モクヒョウ トウゴウ		ESG活動全体、ESG方針・各指針の変更とあわせて設定 カツドウ ゼンタイ ホウシン カク シシン ヘンコウ セッテイ		適時 テキジ		経営

						総務経理部 ソウム ケイリ ブ		非財務情報継続開示にむけた準備、OAM自身のESG ヒ ザイム ジョウホウ ケイゾク カイジ ジュンビ ジシン										　⇒年度計画にあわせて検討・変更 ネンド ケイカク ケントウ ヘンコウ		（毎年検討） マイトシ ケントウ

						戦略企画部 センリャク キカク ブ		経営戦略との統合 ケイエイ センリャク トウゴウ								■具体的検討事項 グタイテキ ケントウ ジコウ				要計画化 ヨウ ケイカク カ

						RC部 ブ		シナリオ・リスク評価見直等全体進行、制度等キャッチアップ ヒョウカ ミナオ トウ ゼンタイ シンコウ セイド トウ								①省エネに関連する改修のスケジュールとCO2削減効果の想定、		全体的な対応方針の検討、注力物件を定め試行 ゼンタイ テキ タイオウ ホウシン ケントウ チュウリョク ブッケン サダ シコウ				業務推進部 ギョウム スイシン ブ

																　　追加対応（省エネ、CO2削減のための追加コスト）の検討		　⇒まずは注力物件を定めて実施（浜松など） チュウリョク ブッケン サダ ジッシ ハママツ				投資運用部 トウシ ウンヨウ ブ

																		　⇒計画・成果とも公表、姿勢とインパクトを示す ケイカク セイカ コウヒョウ シセイ シメ

																②電力利用量の変化（気温上昇＆空調効率）を想定、 ソウテイ		すでに対応開始している事項だが、シナリオ分析を踏まえて検討 タイオウ カイシ ジコウ ブンセキ フ ケントウ				業務推進部 ギョウム スイシン ブ

																　　電力調達方法とCO2削減効果の検討		　⇒対応指針策定につなげる タイオウ シシン サクテイ

																③対応コストのテナントとの配分（賃料転嫁）可能性検討 タイオウ カノウセイ ケントウ		グリーンビルにおける増賃可能性、賃料以外の転嫁方法含む ゾウ チン カノウセイ チンリョウ イガイ テンカ ホウホウ フク				投資運用部 トウシ ウンヨウ ブ

																		　⇒どうしたら可能となるか カノウ

																④水害等リスク認識と対応の検討　　		あるいはリスク対応・低減が図られていることの確認（と表明） タイオウ カクニン ヒョウメイ				業務推進部 ギョウム スイシン ブ

																⑤意思決定項目としての検討（経営判断との統合） イシ ケッテイ コウモク ケントウ ケイエイ ハンダン トウゴウ		物件取得時などの意思決定時の考慮項目としての組み入れ				経営 ケイエイ

																⑥カーボンプライシング、省エネ法・温対法の動向調査 ショウ ホウ オンタイホウ ドウコウ チョウサ		継続対応要（WGを継続） ケイゾク タイオウ ヨウ ケイゾク				RC部 ブ

																		リスク算定、インパクト評価のためにｲﾝﾀｰﾅﾙｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞも検討 ケントウ

																⑦資金調達時の影響検討・好材料化 エイキョウ ケントウ コウザイリョウ カ		対応をグリーンファイナンス、インパクトファイナンスとして展開、活用 タイオウ テンカイ カツヨウ				財務IR部 ザイム ブ

																⑦開示対応 タイオウ		TCFDの要求事項の開示を段階的にすすめていく ヨウキュウ ジコウ カイジ ダンカイ テキ				財務IR部/RC部 ザイム ブ ブ

																		⇒各マテリアルでの開示・報告、ESG評価にも反映 カク カイジ ホウコク ヒョウカ ハンエイ





								体制 タイセイ

								・シナリオ分析、気候変動対応は、全部門に関係する事項であり、組織横断的に協働・連携してすすめる必要あり。（特に項目２） ブンセキ キコウ ヘンドウ タイオウ ゼン ブモン カンケイ ジコウ ソシキ オウダン テキ キョウドウ レンケイ ヒツヨウ トク コウモク

								専門組織は作らないが、今回のTCFD―WGを拡大継続していきたい（投資運用部からの参画も必要）								　 



								・上記事項の検討をスケジュール化してすすめ、活動状況をESG活動の１つとして定期的にサステナ委員会へ報告。





リスク一覧





				分類 ブンルイ				指標 シヒョウ		事業インパクトの考察 ジギョウ コウサツ		評価 ヒョウカ

				移行リスク イコウ		炭素税・炭素価格 タンソ ゼイ タンソ カカク		支出/資産 シシュツ シサン		・温暖化対策税等の引き上げにより資材等の調達コストや燃料費・電力料金が上昇 オンダンカ タイサク ゼイ トウ ヒ ア シザイ トウ チョウタツ ネンリョウヒ デンリョク リョウキン ジョウショウ		大 ダイ

										・新規開発がコスト増となる場合、既存案件の相対的価値向上

										・CO2排出係数の高い電力の料金上昇、低い電力は導入インセンティブに ハイシュツ ケイスウ タカ デンリョク リョウキン ジョウショウ ヒク デンリョク ドウニュウ

						GHG排出規制 ハイシュツ キセイ		支出/収益/資産 シシュツ シュウエキ シサン		・GHG排出規制強化、キャップ＆トレード制度の拡大等による運営コスト増 ハイシュツ キセイ キョウカ セイド カクダイ トウ ウンエイ ゾウ		大 ダイ

										・建物のエネルギー効率規制強化、保有物件の省エネ基準達成や報告強化による運営コスト増 タテモノ コウリツ キセイ キョウカ ホユウ ブッケン ショウ キジュン タッセイ ホウコク キョウカ ウンエイ ゾウ

						顧客の行動変化
（顧客・テナント） コキャク コウドウ ヘンカ コキャク		収益 シュウエキ		・環境性能の高い建物への顧客ニーズのシフト カンキョウ セイノウ タカ タテモノ コキャク		大 ダイ

						投資家、レンダー等の変化
（評価・志向） トウシカ トウ ヘンカ ヒョウカ シコウ		支出/収益 シシュツ シュウエキ		・投資家からの企業評価が変化、ESG投資家層の拡大を通じて資金調達基盤の強化 トウシカ キギョウ ヒョウカ ヘンカ トウシカ ソウ カクダイ ツウ シキン チョウタツ キバン キョウカ		大 ダイ

										・グリーンボンドやローン等による調達先の拡大 トウ チョウタツ サキ カクダイ

						その他 タ				エネルギーミックスの変化、エネルギー需要の推移、再エネ・省エネ技術の普及、雇用競争の変化 ヘンカ ジュヨウ スイイ サイ ショウ ギジュツ フキュウ コヨウ キョウソウ ヘンカ		中～小 チュウ ショウ

				物理リスク ブツリ		平均気温の上昇 ヘイキン キオン ジョウショウ		支出 シシュツ		・保有物件の冷房負荷上昇による運転コスト上昇や快適性確保の対策要 ホユウ ブッケン レイボウ フカ ジョウショウ ウンテン ジョウショウ カイテキセイ カクホ タイサク ヨウ		大 ダイ

										・従業員・作業員等の業務効率低下、出勤制限、夏場の工事困難 ジュウギョウイン サギョウ イン トウ ギョウム コウリツ テイカ シュッキン セイゲン ナツバ コウジ コンナン

						異常気象の激甚化 イジョウ キショウ ゲキジン カ		支出/収益/資産 シシュツ シュウエキ シサン		・保有物件の浸水・停電被害が発生、復旧費や事前の対策費の増加 ホユウ ブッケン シンスイ テイデン ヒガイ ハッセイ フッキュウ ヒ ジゼン タイサク ヒ ゾウカ		大 ダイ

										・営業可能日や利用制限の発生 エイギョウ カノウ ビ リヨウ セイゲン ハッセイ

										・洪水/高潮リスクの高い地域の物件の資産価値の減少 コウズイ タカシオ タカ チイキ ブッケン シサン カチ ゲンショウ

										・災害対応の強化による競争優位性の確保、賃料収入や利用客増加 サイガイ タイオウ キョウカ キョウソウ ユウイ セイ カクホ チンリョウ シュウニュウ リヨウ キャク ゾウカ

										・損害保険料の増加 ソンガイ ホケン リョウ ゾウカ

						その他 タ				降水・気象パターン変化、海面上昇 コウスイ キショウ ヘンカ カイメン ジョウショウ		中～小 チュウ ショウ
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【事業インパクト評価】

各リスク項目による損益計算書（P/L）への影響を検討

賃貸事業収益

環境性能
ラベル

4

PLへ影響 炭素税

GHG排出量炭素価格

GHG排出規制
系統電力
排出係数省エネ改修

洪水被害

想定浸水深 直接・間接
被害

【前提】 成り行きでは現状の111物件をそのまま保持すると仮定し、ポートフォリオの変更は行わない
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B
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試算対象外
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【ステップ2：リスク重要度の評価】 4 52 3ステップ 2℃シナリオ 4℃

リスク項目 事業インパクト

分類 大分類 小分類 指標 考察（例） 評価

移
行
リ
ス
ク

政策／
規制

炭素税の上昇 支出
・炭素税の導入により、原料、容器・包材へ幅広く影響し
コストが上昇

大

各国のCO2排出量
削減の政策強化

支出・資産
・省エネ政策が強化され、製造設備の高効率機への
更新が必要

中

評判
消費者の行動変化 収益 ・気候変動により環境負荷を考慮した購買行動が拡大 大

投資家の評判変化 資本
・気候変動への対策が不十分な場合、投資家の評判
悪化、資金調達が困難となる

小

物
理
的
リ
ス
ク

慢性

平均気温の上昇 支出・収益 ・作物の品質劣化や収量低下が発生 大

降水・気象パターン
の変化

支出・収益
・降水量の増加や干ばつは作物産地に悪影響を及ぼし
原料価格が高騰

大

生物多様性の減少 支出
・昆虫の減少により植物の受粉が困難となり、調達
不能な原料が発生

大

害虫発生による
生産量の減少

支出・収益
・病害虫の拡大により、作物の生産量や品質が低下し
安定調達が困難

中

農業従事者の
生産性の低下

支出・収益
・気温上昇により農業従事者の労働生産性が低下し
調達コストが上昇

小

急性

水ストレスによる
生産量の減少

支出・収益 ・水不足により、水の確保が困難となり価格が高騰 大

異常気象の激甚化 支出・収益
・暴風雨などの異常気象の頻発で、被害を受ける
産地が多発

大

カゴメのリスクを抽出し、影響を大・中・小で評価し、影響が大きいものを特定
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【ステップ3：シナリオ群の定義】

マイケル・ポーターの5Forcesを活用し、2050年の世界観を予測

4 52 3ステップ 2℃シナリオ 4℃

4℃の世界観@2050年代（例）

業界

 異常気象被害増加による生産休止

 水不足による生産ライン停止・移転
や節水設備への投資

 産地探索・開発、拠点産地を移動

 認証制度に対応した製品の開発

新規参入者

 植物工場を保有する食品メーカー（生鮮）

売り手
（ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ）

 激甚災害で壊滅する産地が増
加（価格を上げても原料確保不
能）

 不作や品質不良により収量が
減少する地域が多い（売価に転
嫁）

 土壌の劣化や病害の発生率が
増加し、作物の生育にダメージ
（農薬使用量増加のリスク）

 花粉を媒介する昆虫が激減し、
りんご等生産量減少

 野菜原料や容器・包材等の運送
が遅延する可能性

 水不足による水価格の高騰（水
の入手が困難）

買い手
（顧客）

 認証制度対応商品への需
要拡大

 原材料コストが商品価格に
転嫁された場合には、商品
需要が減少。

 自然災害の頻度が高まり、
保存食へのニーズが高ま
る

 温暖化による消費者の要
求品質の変化

野菜の調達・製造・物流 政府

 豪雨・嵐・サイクロン・台風に
関する観測予測の技術開発
等インセンティブを設定

 取水規制等、水ストレスに対
応するための規制・政策を検
討・導入

 農家に対して設備投資等の
補助金を導入

 政策的な生鮮野菜優先策に
より加工用原料不足

 原産地表示の基準緩和（産
地変更多発、産地維持不
能）

• 異常気象（暴風雨等）でも作物
が栽培できるしくみの構築

• 農産物サプライヤーとの協働

• 認証制度に対応した商品
の開発

• 気候変動のニーズに
マッチした商品開発

• 環境配慮企業としてのブ
ランディング

• 気候変動への耐性品種の
開発・販売

• 健康サービス等のコトビジネ
スの推進

• 安全性の高い拠点への移動
• 干ばつ対策
• BCPの強化

（業界連携による非常時輸送配送
リスク分散）

• 保存食の開発

• 植物工場との
契約・保有

（代替品）
 気候変動に強い農産物を使用した製品

・ビッグデータを活用した
最小の水での新栽培技術
の実用化（干ばつ）

投資家

 環境への取組が進んでいる
企業への投資が進行（2℃シ
ナリオ以上に進行想定）

• 持続可能な農業に向けた政府
との協働（主に適応）

• 政府の気候変動対応策の
モニタリング



シナリオ群の定義 （4℃の世界・2030年）

4℃の世界のセブン‐イレブン・ジャパン

異常気象などの物理的リスクが高まる

調達 製造 物流商品企画・開発

営業・販売 廃棄

温度上昇で作物
の生育に悪影響

原材料価格
の上昇

コスト上昇
サステナブル商品
に加え、防災用品や
備蓄品への関心

🚫🚫 CO2

物流の遅延・寸断が増加

CO2

河川・海岸沿い

豪雨や大雨の影響によ
り洪水等の水害が発生

商品が品
薄になる事

態も

店舗のBCP
対応が進む

CO2

サステナブル商品
に加え、防災用品や
備蓄品への関心

消費者

政策 省エネ・再エネ政策は積極的に推進されない（炭素税は未導入）

大雨の影響により
水害被害BCP対策として蓄

電池の役割拡大

休業

3-228
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*

出所：左図：「川水系荒川 洪水浸水想定区域図（想定最大規模）」、
右図：「江東５区大規模水害ハザードマップ」よりデロイトトーマツ作成

足立区

葛飾区

墨田区
江戸川区

江東区

荒川区

北区
板橋区

荒川流域にある東京都の８区（足立
区、北区、葛飾区、江戸川区、墨田
区、板橋区、荒川区、江東区）

事業インパクトの評価 ー洪水リスクの評価

荒川決壊時における洪水リスクをハザードマップを使い、流域にある
東京都8区における店舗被害を評価

3-231



リスク重要度の評価：物理的リスク

リスク項目 事業インパクト 評価

平均気温の上昇

 エネルギーコストや労働者への負担が増加することにより操業コスト・人件費が上昇し、支出が増加する

 平均気温上昇により洗濯回数の増加し、洗濯洗剤および制汗剤の需要が拡大し、収益が増加する

 地域によっては、一定の気温上昇は作物の生産性の向上に寄与するため生産量が上昇し原材料コストが低下する可能
性がある

大

原材料調達

害虫病
 害虫が大発生し、植物由来原料の生産量や価格高騰に影響を与え、原材料コストが上昇し、支出が増加する

 地域によっては、一定の気温上昇は害虫の減少に寄与するため生産量が上昇し、原料コストが低下する可能性がある
中

大気中の
CO2濃度
上昇

 雑草の水効率・生育効率が向上し、除草剤の使用量が増えるため、支出が増加する

 一方、作物の成長力が高まり生産量が増えるため、原材料コストの低下につながる可能性がある

 植物由来原料の品質低下に伴う収益の減少、あるいは原材料コストが上昇し、支出が増加する

中

水ストレス（渇水）
 渇水による水の供給不足、水質の悪化、操業コストの上昇により、支出が増加する

 一方、節水製品や水不要製品の需要が拡大し、収益が増加する可能性がある
大

異常気象の
激甚化

（直接的／
間接的影
響）

洪水
 気候イベント等による、物流の遅延や分断に伴い、収益が減少する

 洪水等の自然災害に備えて、災害時に清潔・健康ケアを行う特定製品の需要が拡大し、収益が増加する可能性がある
大

豪雨・台風・
嵐

 集中豪雨・台風・嵐による設備の損傷、インフラや事業継続への影響（移転コスト含む）に伴い、収益・資産価値が減
少する

 大型台風や集中豪雨等の自然災害発生時に避難する際に用いる防災グッズの市場が拡大し、収益が増加する
大

青字：リスク、赤字：機会

平均気温上昇、原材料価格、水ストレス、異常気象の激甚化は、財務上、
大きな影響をもたらす

4 52 3ステップ

3-237
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物理的リスクのパラメータ・ツールの紹介

 環境省が支援で活用した実務的な情報である“パラメータ”“物理的リスクツール”を紹介
 パラメータは単なる項目のみでなく、例えば平均気温の上昇であれば、紐づくより詳細なパラメータと出所を紹
介（例：感染症の増加、収穫量の変化、真夏日の増加等）

 物理的ツールでは、ツールの説明のみならず、そこで取得可能なデータ群（パラメータ）も紹介し、実務に耐え
うる情報を提供

項目 パラメータ 出所 （参考）対象支援企業

物
理
的
リ
ス
ク

降水・気象パターンの変化

豪雨日数（日本）

• 環境省・気象庁「21世紀末における日本の気象」（2015）
• 環境省・文部科学省・農林水産省・国土交通省・気象庁「気候変

動の観測・予測及び影響評価統合レポート2018～日本の気候
変動とその影響～」

• World Bank “Climate Change Knowledge Portal For 
Development Practitioners and Policy Makers” 

カゴメ、鹿島建設、
セブン＆アイHD、
富士フイルムHD、ライオン

降水量

• 環境省・気象庁「21世紀末における日本の気象」「気候変動の観
測・予測及び影響評価統合レポート2018～日本の気候変動とそ
の影響」

• 気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会「気候変動を踏
まえた治水計画のあり方 提言」

カゴメ、LIXIL

降水パターン変化、平均気
温の上昇による原材料生

育影響

気候変動の影響による
馬鈴しょ収穫量の変化

• “Climate change impact on global potato production”(2018) カルビー

気候変動の影響による
オーツ麦収穫量の変化

• FAO”GAEZ (Global Agro-Ecological Zones)“ カルビー

海面上昇 海面上昇

• 環境省・文部科学省・農林水産省・国土交通省・気象庁「気候変
動の観測・予測及び影響評価統合レポート2018～日本の気候
変動とその影響～」

• 気象庁HP「世界の過去および将来の海面水位変化」

古河電気工業、明治HD

労働・施工条件悪化

ヒートストレスによる
労働生産性の低下率

• ILO “Working on a warmer planet” 鹿島建設、ライオン

猛暑日（日本）

• 環境省の報道発表資料（2014年）
• 学術論文 “Anthropogenic contribution to global occurrence of 

heavy-precipitation and high-temperature extremes” (2015)
• 環境省・文部科学省・農林水産省・国土交通省・気象庁「気候変

動の観測・予測及び影響評価統合レポート2018～日本の気候
変動とその影響～」

カルビー、セブン＆アイHD

項目 パラメータ 出所 （参考）対象支援企業

物
理
的
リ
ス
ク

異常気象の激甚化（台風、
豪雨、土砂、高潮等）

都市部における洪水被害額 • WRI “The Aqueduct Global Flood Analyzer”
鹿島建設、アスクル、
オリックス・マネジメント、
九州旅客鉄道、三井金属鉱業

流量 • 国交省「気候変動を踏まえた治水計画の在り方 提言」 LIXIL

洪水発生頻度 • 国交省「気候変動を踏まえた治水計画の在り方 提言」

京セラ、ライオン、LIXIL、
アスクル、
オリックス・アセットマネジメント、
九州旅客鉄道、三井金属鉱業

台風・サイクロンの発生
• 環境省・気象庁他 「気候変動の観測・予測及び影響評価統合

レポート2018 ～日本の気候変動とその影響～」
オリックス・アセットマネジメント、
三井金属鉱業

平均海面水位上昇幅

• IPCC “Mitigation Pathways Compatible with 1.5°C in the 
Context of Sustainable Development” （三井）

• 環境省・気象庁「IPCC 第5次評価報告書の概要-第1作業部会
自然科学的根拠-」2014年（p.41）（オリックス）

オリックス・アセットマネジメント、
三井金属鉱業

拠点別水リスク（洪水、渇水） • WRI “The Aqueduct Global Flood analyzer” 信越化学工業、安川電機

土砂災害発生確率 • A-PLAT 気候変動適応情報プラットフォーム 九州旅客鉄道

干ばつ 水ストレス • WRI “The Aqueduct” カゴメ、古河電気工業、ライオン

海洋環境の変化 魚介類全般の漁獲量の変化
• “Shrinking of fishes exacerbates impacts of global ocean 

changes on marine ecosystems “(2012) 
カルビー、古河電気工業

実践事例掲載企業（環境省支援先企業）が使った
”実務的な”、物理的リスクのパラメータを記載

# 発行機関 ツール名 URL 対象地域 説明該当ページ

1 World Resources 
Institute (WRI)

Aqueduct Water Risk 
Atlas https://www.wri.org/aqueduct グローバル 4-56

2 AP-PLAT Climate Impact Viewer https://adaptation-
platform.nies.go.jp/en/ap-plat/ アジア 4-58

3 World Bank Climate Change 
Knowledge Portal

http://sdwebx.worldbank.org/clim
ateportal/ グローバル 4-57

4 A-PLAT Web GIS https://a-
plat.nies.go.jp/webgis/index.html 日本 4-59, 4-60

5 European Commission
European Climate 
Adaptation Platform 
(Climate-ADAPT)

http://climate-
adapt.eea.europa.eu/ 欧州

―
※欧州における適応プ

ラットフォーム

6 IPCC TGICA IPCC Data Distribution 
Centre http://www.ipcc-data.org/ グローバル

―
※気候変動に関する政府
間パネル（IPCC）のデー

タベース

AQUEDUCT Water Risk Atlas (WRI)

項目 （2030-2040年）

• 水ストレス
• 季節変動
• 水供給
• 水需要

発行機関

時間軸

World Resource Institution

現在 / 2030~2040

シナリオ
Pessimistic / Business as usual / 

Optimistic

AQUEDUCT Water Risk Atlas

取得可能パラメータ一覧

項目 （現在）

物理的リスク（定量）

• 水ストレス
• 水涸れ
• 経年変動
• 季節変動
• 地下水面の低下
• 河川洪水リスク ／沿岸洪水リスク
• 渇水リスク

物理的リスク（定性）
• 未処理廃水
• 沿岸における富栄養化可能性

規制・評判リスク
• 非改善飲料水／非飲料水
• 非改善衛生／不衛生
• Peak RepRisk Country ESG Risk Index

出所：AQUEDUCT Water Risk Atlas https://www.wri.org/applications/aqueduct/water-risk-
atlas/#/?advanced=false&basemap=hydro&indicator=w_awr_def_tot_cat&lat=30&lng=-
80&mapMode=view&month=1&opacity=0.5&ponderation=DEF&predefined=false&projection=absolute&scenario=optimistic&scope=baseline&timeScale=annual
&year=baseline&zoom=3 (2021年2月時点）

WRI AQUEDUCT Water Risk Atlas

環境省支援事業で実際使用した
“実務に耐えうる”、物理的リスクツールを紹介

項目 パラメータ 出所 （参考）対象支援企業

物
理
的
リ
ス
ク

平均気温の上昇

日本の平均気温
• 環境省・気象庁「21世紀末における日本の気象」（2015）
• World Bank “Climate Change Knowledge Portal”

鹿島建設、ライオン

トマト、ニンジン、オレンジ収量
変化

• FAO “GAEZ（Global Agro-Ecological Zones)” カゴメ

東アジアにおける蚊媒介感染症
リスク人口数

• 環境省「地球温暖化と感染症」
• 国立環境研究所「感染症への地球温暖化影響」
• Ryan SJ の他 “Global expansion and redistribution of Aedes-

borne virus transmission risk with climate change” （2019）

明治HD

水系感染症（下痢症）の発生件
数（アジア）

• 環境省「地球温暖化と感染症」 明治HD、ライオン

工業セクターのヒートストレスに
よる労働生産性の損失

• ILO “Working on a warmer planet”（2019） 三井金属鉱業

真夏日の増加
• WRI “The Aqueduct Global Flood analyzer” 
• World Bank “Climate Change Knowledge Portal” （アスクル）

アスクル、三井金属鉱業

気温上昇 • World Bank “Climate Change Knowledge Portal” アスクル、九州旅客鉄道

気温上昇と電力需要の関係 • IEEJ 九州旅客鉄道

線路座屈割合
• ELSEVIER “Impacts of climate change on operation of the US 

rail network” (2017)
九州旅客鉄道

空調コスト • IEA “The Future of Cooling” アスクル

森林火災発生状況 • AP-PLAT アスクル

日本の平均気温
• 環境省・気象庁「21世紀末における日本の気象」（2015）
• World Bank “Climate Change Knowledge Portal”

鹿島建設、ライオン
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シナリオ分析の実施後、どのように進めればよいのかーできるところから！ー

気候変動と経営との統合・企業価値向上がゴール。シナリオ分析を契機に、
開示・体制の再構築（経営戦略との統合）のサイクルを継続的に実施していく。

（開示することで）
マルチステークホルダー
との対話・企業価値向上

（シナリオ分析することで）
気候変動の

経営戦略との統合

フィードバックを踏まえ、
経営層が自分事に考え

体制を再構築する

開示しその反応を
経営層が受け止める

3

4

できるところから
開示する

2

始めるにあたって
の実施体制

経営層の理解

開示

企業経営

企業価値向上へ

まずはシナリオ分析
をやってみる

1 シナリオ
分析

サイクルとして
実施していく

5

シナリオ
分析
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